




事業の概況

当連結会計年度における世界経済は、景気回復の減速基調が高まっており、米国の保護主義的な通商政策の動向、

中国経済の減速、金融資本市場の変動の影響などにより不透明な状況が続いております。

国内経済は、雇用・所得環境の改善が続いたものの、米中貿易摩擦の影響などにより輸出や生産の一部に弱さがみ

られるなど、景気の減速懸念が強まっております。

エネルギー業界におきましては、原油価格の先行きが不透明な状況のなか、国内石油製品の構造的な需要減少が続

いております。また、電力や都市ガスの小売全面自由化により、従来の垣根を越えた異業種間の顧客獲得競争が一段

と激化しております。

このような環境のもと、当社グループは、お客様の多様なニーズに的確にお応えするため、新商材・新事業の開発

に積極的に取り組むとともに、各種商材の複合営業を強力に推進しました。

また、グループの総合力向上と経営基盤を強化し将来にわたる持続的な成長を図るため、新規顧客獲得を推進する

とともにM&Aによる事業領域の拡大に積極的に取り組みました。さらに、環境の変化に対応すべく、組織、財務、物

流などの改革を推進し経営の効率化に努めました。

以上の結果、売上高は原油価格高騰に伴う石油製品価格の上昇などにより4,729億95百万円（前期比105.6％）、営

業利益は99億45百万円（前期比101.5％）、経常利益は110億76百万円（前期比102.1％）、親会社株主に帰属する

当期純利益は65億98百万円（前期比100.3％）となりました。

なお、第106期の期末配当につきましては、当期の業績及び今後

の経営環境等を総合的に勘案し、当社普通株式1株につき前期と比べ

2円50銭増配し、15円とさせていただきました。これにより、中間

配当金（1株につき12円50銭）を加えました通期の配当金は、1株

につき27円50銭となりました。

連結売上高
（百万円）

連結営業利益
（百万円）

第106期 472,995 9,945

第105期 447,774 9,802

第104期 423,469 10,474

企業集団の事業の経過及び成果
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事業の概況

当社グループを取り巻く環境は、原油価格の動向や内需減少による競争激化、海外景気の下振れリスクなど、依然

として厳しい状況が続くものと予想されます。

主力のエネルギー事業におきましては、石油製品の構造的な需要減少や元売各社の再編による石油流通業界への影

響が懸念されます。また、電力や都市ガスの小売全面自由化により、従来の垣根を越えた異業種間の顧客獲得競争が

一段と激化しております。

さらに、当社の事業基盤は国内の割合が高いことから、人口減少・少子高齢化に伴う中長期的な需要減少への対応

も重要な課題であります。

このような状況のもと、当社グループは、将来にわたる持続的成長に向け、中長期的な経営戦略の実現を目指し、

引き続き新規顧客獲得、新商材・新事業の開発並びにM&Aを積極的に推進し、経営基盤の拡充と国内外のネットワー

クの強化を図り、企業価値の更なる向上に努めてまいります。

また、環境の変化に対応すべく、組織、財務、物流などの改革を継続的に実施し、経営全般にわたる一層の効率化

を図り、更なる業績向上に努めてまいります。

株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご支援を賜りますようお願い申し上げます。

企業集団の対処すべき課題
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連結業績の推移

■ 売上高
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■ 親会社株主に帰属する当期純利益
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■ 総資産・純資産・自己資本比率
総資産
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■ 自己資本当期純利益率（ROE）
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会社情報

商 号 カメイ株式会社
英 文 名 称 KAMEI  CORPORATION
本 社 所 在 地 仙台市青葉区国分町三丁目1番18号
設 立 昭和7年12月29日
資 本 金 81億32百万円
連結対象会社数 連結子会社 39社

持分法適用会社   5社
売 上 高 （平成31年3月期）

連結 4,729億95百万円
個別 3,099億64百万円

従 業 員 数 （平成31年3月末）
連結 5,008名
個別 1,946名

カメイグループ 国内57社、海外法人16社

発行可能株式総数� 87,281,000株

発行済株式の総数� 37,591,969株

株主数� 2,869名

代 表 取 締 役 社 長 亀 井 文 行
専 務 取 締 役 亀 井 淳 一
専 務 取 締 役 髙 橋 啓 之
常 務 取 締 役 安 部 仁 市
常 務 取 締 役 髙 橋 清 光
常 務 取 締 役 佐 藤 淳
取 締 役 遠 藤 良 一
取 締 役 亀 井 昭 男
取 締 役 鷲 足 直 樹
取 締 役 菊 地 信 寛
取 締 役 佐 藤 清 悦
社 外 取 締 役 尾 町 雅 文
社 外 取 締 役 三 井 精 一
常 勤 監 査 役 菅 原 正 明
社 外 監 査 役 後 藤 忠 雄
社 外 監 査 役 佐 藤 富 士 夫

株 主 名 持株数
（千株）

持株比率
（％）

有 限 会 社 亀 井 興 産 3,000 8.93

亀 井 文 行 2,505 7.46

カ メ イ 不 動 産 株 式 会 社 2,443 7.27

BBH FOR FIDELITY PURITAN TR: FIDELITY 
SR INTRINSIC OPPORTUNITIES FUND 2,100 6.25

公 益 財 団 法 人 亀 井 記 念 財 団 1,650 4.91

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 1,038 3.09

亀 井 昭 伍 1,014 3.02

有 限 会 社 グ リ ー ン ・ ウ ッ ド 1,000 2.98

DFA INTL SMALL CAP VALUE PORTFOLIO 767 2.28

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 722 2.15

（注）	1.	‌� 当社は自己株式3,991,063株を保有しておりますが、上記大株主から
は除外しております。

	 2.	 持株比率は自己株式を控除して計算しております。

会社の概要（平成31年3月31日現在） �

役 員（令和元年6月27日現在） �

株式の状況（平成31年3月31日現在） �

大株主の状況（平成31年3月31日現在） �
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